
１　令和２年度会計別決算の状況
（単位：円）

歳入歳出差引額
 (形 式 収 支）

（Ａ） （Ｂ） (Ａ)-(Ｂ)=(Ｃ) （Ｄ） (Ｃ)-(Ｄ)

1. 75,486,294,686 73,683,835,222 1,802,459,464 152,287,029 1,650,172,435

2. 1,751,450,098 1,729,670,098 21,780,000 21,780,000

3. 289,263,759 289,263,759

4. 10,437,269,755 10,395,280,288 41,989,467 41,989,467

5. 1,387,244,628 1,380,840,834 6,403,794 6,403,794

6. 13,129,265,162 12,831,132,302 298,132,860 298,132,860

7. 30,220,168 32,993,583 △2,773,415 △2,773,415

102,511,008,256 100,343,016,086 2,167,992,170 174,067,029 1,993,925,141

収入決算額
（Ａ）

支出決算額
（Ｂ）

税込収支額
（Ａ）－（Ｂ）

純損益及び資本的
収支不足額

翌年度繰越額

水 道 事 業
収益的収支 2,878,598,493 2,635,466,069 243,132,424 197,647,160

会 計
資本的収支 56,813,999 1,098,158,223 △1,041,344,224 △1,041,344,224 90,684,000

下 水 道 事 業
収益的収支 4,958,718,681 4,782,464,620 176,254,061 167,857,240

会 計
資本的収支 512,007,676 2,701,494,117 △2,189,486,441 △2,189,486,441 113,897,650

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

合         　 計

区            分

8.

9.

介 護 保 険 特 別 会 計

歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実  質  収  支
区            分

一 般 会 計

風 力 発 電 事 業 特 別 会 計

定 期 航 路 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療事業特別会計



（１）財政統計指標（普通会計）
（単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

55,311,704 57,644,049 53,783,672 56,648,886 75,505,695

53,566,251 56,478,988 52,579,622 55,128,173 73,706,009

1,745,453 1,165,061 1,204,050 1,520,713 1,799,686

270,675 68,247 116,955 35,982 152,287

1,474,778 1,096,814 1,087,095 1,484,731 1,647,399

47,113 △ 377,964 △ 9,719 397,636 162,668

1,006,205 963,453 385,785 1,064,292 1,579,219

13,758 24,383 28,300 62,533 10,417

1,690,000 923,643 696,723 861,207 1,948,169

△ 622,924 △ 313,771 △ 292,357 663,254 △ 195,865

25,253,627 25,063,502 24,618,306 24,521,063 24,904,414

11,483,947 11,644,538 11,719,089 11,988,858 12,423,441

29,842,611 29,791,316 29,337,757 28,927,471 29,328,704

4.9 3.7 3.7 5.1 5.6

0.469 0.477 0.481 0.488 0.494

94.8 94.7 95.8 97.0 93.8

※99.7 ※99.8 ※101.0 ※101.0 ※97.7

11,505,539 11,101,649 9,717,490 8,608,594 8,845,022

3,300,936 3,340,746 3,029,808 3,232,893 2,863,943

62,522,968 63,119,669 61,429,845 60,433,147 59,376,281

(注) 1 財政力指数は、新市一本算定で算出した基準財政需要額と基準財政収入額を使用した数値である。

2 経常収支比率欄中※印は、臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた場合の数値である。

（２）健全化判断比率
（単位：％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

－ － － － －

－ － － － －

11.8 11.3 10.6 10.1 10.0

44.6 42.4 34.3 38.0 38.3

1 実質公債費比率は、他会計等を含めた公債費等に充当された一般財源額の標準財政規模等に占める割合の指標である。

2 将来負担比率は、他会計等を含めた地方債残高のほか将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模等に占める割合の

　 指標である。

実質公債費比率
( ３か年平均 )

将来負担比率

基 金 現 在 高

うち財政調整基金
現在高

地方債現在高

区分

実質赤字比率

連結実質赤字比率

経常収支比率

実　質　収　支
（Ｃ）－(D)＝(E)

単年度収支　(F)

積　立　金　(G)

繰上償還金　(H)

積立金取り崩し額
                 (I)

実質単年度収支
(F)+(G)+(H)-(I)=(J)

基準財政需要額

基準財政収入額

標準財政規模　(K)

実質収支比率
(E)／(K)×100

財 政 力 指 数
(３か年平均)

翌年度へ繰り
越すべ き財源(D)

２  財政指標

区分

歳入総額　(A)

歳出総額　(B)

形式収支
(A)－(B) ＝（Ｃ）


